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市町村別回答数

１．県内商店街の現状

２．会員の勧誘活動状況

３．大分県小規模事業者等によるまちづくりの推進に関する条例について
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調査概要

５．商店街の課題と今後について
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商店街の会員数や空き店舗数等の実態把握を目的に県内商店街組織を対象に
アンケート調査を実施したもの。
平成20年度から平成27年度までは県内の商店街振興組合へのみ調査していたが、

平成28年度から範囲を広げ、協同組合や任意団体も含む、県内の全ての商店街組織
へ調査を依頼した。

１．調査時点:令和5年10月31日
２．配布数 : 93団体

（振興組合:21､協同組合:10､任意団体:62）
３．回収数 :54団体

回収率 :58.1％
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3

回答率回答数商店街数市町村

84.0%2125大分市

57.1%814別府市

50.0%24中津市

76.9%1013日田市

85.7%67佐伯市

60.0%35臼杵市

50.0%36津久見市

100.0%11竹田市

50.0%36豊後高田市

100.0%11杵築市

0.0%01宇佐市

100.0%11豊後大野市

50.0%24由布市

100.0%22国東市

-00姫島村

-00日出町

-00九重町

50.0%12玖珠町

69.6%6492計



全店舗数:商店街区にある全ての店舗数

（商店街会員等以外の店舗や空き店舗も含む）

 有効回答数:54

 全 店 舗 数 :2,393店舗

 店舗数30未満と、規模が小さい商店街が多くなって

いる。

全店舗数
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全店舗数:商店街区にある全ての店舗数

（商店街会員等以外の店舗や空き店舗も含む）

 有効回答数:54

 平均店舗数:44.3店舗（昨年度:48.0店舗）

 平均店舗数は昨年より減少。

 0～30店舗の商店街の割合が年々大きくなっている

ことから、商店街の小規模化の傾向がみられる。

全店舗数
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 有 効 回 答 数:54

 全会員店舗数 :1,756店舗

 会員店舗数が少ない商店街が多い傾向にある。
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 有 効 回 答 数:54

 全会員店舗数 :1,756店舗

会員店舗数が少ない商店街の割合が年々増加して

おり、商店街組織の小規模化が見られる。

会員店舗数
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組織加入率:会員店舗数／（会員店舗数＋非会員店舗数）

※県内全商店街を対象とした調査は平成28年度より実施

 有効回答数:36
 回答団体における平均組織加入率:83%

 9割以上の店舗が組織に加入している商店街が
最も多い。

組織加入率
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※非会員店舗数を「不明」と回答した団体は含まない



組織加入率:会員店舗数／（会員店舗数＋非会員店舗数）

※県内全商店街を対象とした調査は平成28年度より実施

 県内商店街組織加入率

77.5％（昨年度:69.7％）

 経年で見ると、令和２年度は新型コロナウイルス

感染症の影響に対する各種支援策を受けるた

め、組織加入率が８ポイント以上増加。
※令和５年度も増加しているが、前年調査に比べ加入率５割程度の

中規模団体の有効回答が減少した影響もあると考えられる。

組織加入率(県内商店街全体・県内振興組合全体）
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※非会員店舗数を「不明」と回答した団体は含まない



空き店舗
従前商店として利用されていたものであって、内外装を施す程度で

店舗として利用できるもの。（住居やオフィス用等に改装され今後商業利用が困

難な店舗や、既に建物が取り壊され駐車場や空き地になっているものを除く）

 有効回答数:39

 R5年度県内空き店舗数

270店舗（うち130店舗貸出し可能）

 R５年度空き店舗率:1３.7％（振興組合のみ:14.3％）

 空き店舗率は15％前後で推移している。

 全体でみると空き店舗のうち、約半数は貸出し可能な

ものであるため、空き店舗の利活用が見込める。

空き店舗数（県内全体）
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新規出店数:令和４年11月1日～令和５年10月31日に新規出店した店舗数

 有効回答数 43

 全新規出店店舗数 :60店舗 （昨年度:65店舗）

 平均新規出店店舗数:1.4店舗（昨年度:1.5店舗）

 新規出店数も平均新規出店数も昨年より増加しているが、

経年でみると減少傾向にある。

新規出店数
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14.1% 11.3% 11.6% 9.1%

62.5%
44.9%

45.1% 41.9% 45.5%
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勧誘状態

⑥その他（R4年度のみ設置）
⑤勧誘活動を行うつもりがない
④勧誘を行いたいが、活動できない
③不定期に勧誘活動を行っている。
②新規出店時の際、勧誘している。
①役員等が積極的に未加入店舗を訪問し勧誘している。

 有効回答数:53(複数回答あり）

①役員等が積極的に未加入店舗を訪問し勧誘している。… ６

②新規出店の際、勧誘している。 …30

③不定期に勧誘活動を行っている。 …13

④勧誘を行いたいが、活動できない。 …12

⑤勧誘活動を行うつもりがない。 … 5

 例年通り、新規出店時に勧誘を行なっている商店街が最も多い。

 勧誘活動を行うつもりがない、活動できない理由。
 高齢化
 時間がない
 会員となるメリットをどう伝えたら良いかわからない
 商店街としての活動を行っていない。
 非協力的である

質問1:勧誘活動の状況
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 有効回答数:42
①効果があった（会員となった）…30
②効果がなかった … ８
③その他 … ２

加入しているが会費を徴収できていない、商店街のグループには
入るが組織には入らない。など。

 「成果があった」と回答した商店街が、昨年度の45％か
ら８割近くにまで増加。
コロナ禍を経て、地域活動の必要性や重要性等に理
解を示す事業者が増えていると考えることができる。

質問２:勧誘活動の効果（質問１で①、②、③のいずれかで回答した団体のみ回答）

効果があった（会員となった）
76.9%

効果がなかった
20.5%

その他 2.6%

勧誘活動の効果
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 有効回答数:41
①組織に加入しない主義である。 … ３
②会費を負担できない。 … 12
③組合等に加入するメリットを感じない。…22
④その他

例年通り、組織に加入するメリットを感じないこ
とが組織未加入理由の大半を占めている。
会員がメリットを感じることのできる活動内容の
検討が必要といえる。

質問３:組織未加入の理由（複数回答可）
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を感じない 52.4%

その他 11.9%

勧誘活動の効果



 有効回答数:53
①知っている。 …10
②内容までは知らないが、条例があることは知っている。…28
③知らない …15

 条例の存在は知っているが、内容までは知らない団

体の割合が拡大傾向にあり、周知の方法に改善の

余地がある。

質問１:条例の認知度
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条例の認知度

③知らない

②内容までは知らないが、条例があることは知っている。

①知っていて、具体的な内容も把握している



0%
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R1 R2 R3 R4 R5

条例活用の有無

①条例を示して協力を依頼し、実際に協力を得られた

②条例を示して協力を依頼したが、協力を得られなかった。

③活用していない

 有効回答数:10
①条例を示して協力を依頼し、実際に協力を得られた。
②条例を示して協力を依頼したが、協力を得られなかった。
③特に活用していない。

 活用をしていない団体が半数を占めていることから、

勧誘における条例の有用性を感じていないといえる。

質問２:条例の活用状況（前の質問で①と回答した団体のみ回答）
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質問１:キャッシュレス導入状況
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H30 R1 R2 R3 R4 R5

クレジット 23.2% 26.1% 29.5% 26.3% 30.3% 43.9%

電子マネー 2.5% 8.3% 17.6% 11.8% 13.9% 27.2%

QRコード 0.8% 18.9% 30.7% 26.4% 25.2% 34.0%

23.2%
26.1%

29.5%
26.3%

30.3%

43.9%

2.5% 8.3%

17.6%

11.8%
13.9%

27.2%

0.8%

18.9%

30.7%

26.4% 25.2%

34.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%
キャッシュレス導入率の推移

 クレジット・電子マネー・QR、いずれも
導入率は上昇傾向にあるが、50％には到達
していないのが現状。

 有効回答数

 クレジット :27

 電子マネー:24

 QRコード :27



質問２:キャッシュレスの必要性について

 有効回答数:51

①とても必要性を感じる …14

②まあまあ必要性を感じる…18

③どちらともいえない … 8

④あまり必要性を感じない… 7

⑤全く必要性を感じない … 4

 顧客のキャッシュレス決裁に対するニーズの高まりにより、必要性を感じている
団体が大多数を占めているが、高齢の店主には導入が難しいようである。

①とても必要性を感

じる 27.5%

②まあまあ必要性を感じ

る 35.3%

③どちらともいえない
15.7%

④あまり必要性

を感じない
13.7%

⑤全く必要性を感じない
7.8%

キャッシュレスの必要性

業務の効率化。顧客からのニーズの高まり。
若者・外国人を呼ぶ為に必要。
時代の流れで今後キャッシュレス決済の増加は
必至だから。

店主が高齢のため、キャッシュレス導入が困難
な店もある。

キャッシュレス決済を希望しない常連客しか買
い物をしないから。
顧客が高齢者中心のためキャッシュレス決済は
不要。

キャッシュレス決裁を必要とする店がない。
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 特に多いものは、昨年度に引き続き、

高齢化、商圏人口の減少、集客力の３つ。

 その他では、観光地ならではの課題や人手不足の課題

も見られる。

質問１:商店街で大きな問題となっていること（複数回答可）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

該当団体数 24 5 15 13 34 15 23 3 2 7

24

5

15
13

34

15

23

3 2

7

0

10

20

30

40その他
 新規出店に飲食店が多く、物販が少ない。
 休日の活動が出来ない
 空き地の増加
 街路灯の維持管理が商店街の運営を圧迫している
 食事処の不足、ゴミ、トイレ不足夜間になると人がおらず暗い
 道路の渋滞
 理事・事務局が多忙

①商圏人口の減少、

②大型店との競合

③店舗等の老朽化

④駐車場・駐輪場の不足

⑤経営者の高齢化による後継者問題

⑥空き店舗の増加、

⑦集客力の高い、話題性のある店舗・業種が少ない又は無い

⑧業種構成に問題がある

⑨チェーン店等が商店街の組織化や活動に非協力的

⑩その他
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その他
 会員の懇親の場となりたい
 青年部の育成・活性化
 商店街活性化の取組を検討しているが、具体的な方針は

確定していない
 オリジナリティを前面に出して生き残るかの岐路にある

質問２:商店街として今後のありたい姿（複数回答可）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

該当店舗数 13 29 24 15 4 7

13

29

24

15

4
7

0

10

20

30

40

①商店街の活性化のために、積極的に活動していく予定である

②商店街の活性化に取り組みたいが、人手が足りない
③商店街の活性化に取り組みたいが、資金が足りない
④商店街の活性化に取り組みたいが、具体的に何をしたら良いかわからない
⑤現状に満足している（新たな取組は想定していない）
⑥その他（具体的な内容をご記入ください）

 多くの商店街が、活性化に取り組んで行きたいという意
思を持っているが、人手や資金が足りていなかったり、
具体的に何をしたら良いか分からないという現状。
資金不足や人手不足を解消するための取組や、活性化の
為のノウハウを身につける機会づくりの必要性がある。

20



質問3①:今後取り組みたいこと

• 情報発信の強化

• 街路灯のLED化

• 高齢者等、買い物に不自由な方の為
のサービスの創出

• 若者の集客

• 防災、防犯

• リフォームした空き店舗の利活用

• 時代のニーズに合った取組
• 独自性、話題性のある商店街になるための取組

• 住む場所、商売をするとして選ばれるまちづくり

• 交流の場
• 企業を考えている学生の支援

• 話題作り、集客のためのイベントの開催

• 既存行事の話題性の向上

• 交通渋滞対策

• 駐車場対策

活性化

ハード面

その他
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質問３②:県による支援を期待すること

• 県⇔事業所間のダイレクトな情報共有

• 研修会、助成金についての情報発信

• 県HPにおける、県内外のまちづくりグ
ループの情報等の網羅的な発信

• 集客力のある施設
• リニューアル修繕等の継続に対して
の補助やサポート

補助

• イベントにゲストを呼ぶための金銭補助
• 老朽化に対する補助

情報共有

• 街路灯の電気代の補助
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